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第１章 地縁団体の法人化とは 

 

１ 法人化はなぜ必要か  

 平成３年まで，地縁団体（以下「町会」）は，一定の区域

に住所を有する人々によって形成された任意の団体であった

ため，法的には「権利能力なき社団」となり，契約や不動産

登記の主体になることはできませんでした。  

 町会が集会施設などの不動産を取得した場合には，会長の

個人名義や役員の共有名義で不動産登記をすることになり，

名義人の交代や死亡があったときには，登記名義の変更や遺

産相続問題等が発生するなどの不都合が生じていました。  

 このような不都合を解消するために，平成３年に地方自治

法（２６０条の２）を改正し，町会が，一定の手続きの下に

法人格を取得（以下「法人化」）できることになりました。

法人化により，不動産登記も町会名で行うことが可能になり

ました。  

 令和３年の地方自治法改正により要件が見直され，不動産

等の保有の有無に関わらず，地域的な共同活動を円滑に行う

ために，認可を受けることができるようになりました。  

 

２ 法人化によるメリット・デメリット  

 法人化によるメリットは，この制度の趣旨である町会名義

で不動産登記ができることです。これにより，一度町会名義

で登記すれば，以後代表者が変更になっても登記内容を変更

する必要がありません。  

 デメリットとしては，社団法人に準拠した規約への変更が

必要になり，会の運営が若干煩雑になることに加え，規約の

変更，会の解散，財産の処分等の条件が厳しくなることが挙

げられます。  
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３ 認可を受けるための要件  

 町会が法人化するためには市長の認可が必要となります。

認可を受けるための要件は，次のとおりです。  

 

①良好な地域社会の維持及び形成のための地域的な共同活動

を行うことを目的とし，現にその活動を行っていること。  

 法人化する団体が，文化や福祉等の特定な活動を目的と

するものではなく，広く地域的な共同活動を目的としなけ

ればなりません。  

 現にその活動を行っているとは，町会として数年にわた

り活動がされていることを意味します。  

 

②区域が，客観的に明らかなものとして定められており，こ

の区域が相当の期間にわたって存続していること。  

 区域が不明確であると構成員の範囲も不明確となり，ト

ラブルの原因となる恐れがあります。区域は住民にとって

客観的に明らかなものとして定められていなければなりま

せん。  

 

③区域に住所を有するすべての個人は，構成員となることが

でき，その相当数の者が現に構成員であること。  

 すべての個人とは，年齢・性別を問わず区域に住所を有

する個人すべてということです。これに反する加入資格等

を定めることは認められません。  

 また，相当数とは区域の住民の過半数を意味します。  
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④所定の要件を満たした規約を定めていること。  

 法人化するためには，規約を定めて団体の名称や目的，

組織の運営方法等を明確にすることが必要です。  

 詳細は，巻末の「規約例」を御参照ください。
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第２章 町会内での進め方  

 

１ 法人化委員会を組織  

 法人化には，最短でも半年，長ければ数年かかることもあ

ります。役員が交代するたびに，再び最初に戻って共通理解

を図るのでは効率が良いとはいえません。  

 最後まで責任をもって事務にあたることができる法人化委

員会等を組織することが望ましいと思われます。人数につい

ては町会の事情により異なりますが，３人～５人の場合が多

いようです。  

 また，ふるさとセンター建設に合わせて法人化を進める場

合は，センター建設委員会が兼務するケースも見受けられま

す。  

 

２ 法人化委員会が理解を深める  

 法人化作業を進める中で町会員からの質問を受けた

り，説明を求められる機会が予想されます。町会内で

スムーズに法人化を進めるには，まず法人化委員会の

皆様が法人化についての理解を深めることが大切です。



 

5 

３ 法人化のスケジュール例  

 

４月   総会で法人化を進めることについての承認  

    法人化委員会を組織，委員の選任  

 

５月～  法人化委員の学習会  

     ※  御希望があれば，市役所で委員を対象とした

説明会を行います。  

 

７月～  町会員を対象に説明会の開催，回覧の配付  

     ※  一般の会員に向けて周知します。  

 

９月～  規約改正案の作成  

     ※  市担当職員と協議しながら作成します。  

 

翌年  

４月   総会で規約の改正と法人化申請の決議  

 

５月   名簿作成  

     ※  会員全員の氏名と住所を記載した名簿  

 

６月   市への申請  

 

７月   地縁法人として認可  

 

８月   不動産登記（法務局）  

 

◎  臨時総会を開催すれば，期間を短縮することもできます。
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第３章 法人化のための規約作り  

 

 町会を法人化するにあたって，最低次の８つの項目が含ま

れる規約を定める必要があります。規約を定めて団体の名称

や目的等を明らかにして，組織の管理運営方法を明らかにす

ることが必要なためです。  

 

 ①  目  的  

 特定活動だけでなく広く地域的な共同活動を行うも

のである必要がありますが，団体の権利能力の範囲を

明確にするため，具体的に定めることが望まれます。  

 

 ②  名  称  

 名称については特に制限はありません。ただし，他

の法令に抵触する名称（財団法人や社会福祉法人な

ど）は避けなければなりません。  

 

 ③  区  域  

 活動の基盤となる区域を定めます。住居表示や地番

を基本とします。  

 

 ④  主たる事務所の所在  

 主たる事務所１か所を定めます。代表者宅又は集会

所に置くことが一般的です。住居表示や地番で定める

ことも「代表者宅に置く」「集会所に置く」という定

め方も可能です。  

 

 ⑤  構成員の資格に関する事項  

 「区域に住所を有する個人」のほかに，年齢や性別
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等の条件を会員の資格として定めることは認められま

せん。なお，法人も表決権のない賛助会員として参加

できるとすることは可能です。  

 

 ⑥  代表者に関する事項  

 代表者の選任方法，任期，職務などを定めます。  

 

 ⑦  会議に関する事項  

 通常総会・臨時総会の開催及び招集方法，決議事項

などを定めます。  

 

 ⑧  資産に関する事項  

 資産の構成，管理・処分の方法等を定めます。  

 

 また，この８つの事項が入っていればそれ以外の事項を定

めることは差し支えありません。  

 法人化後，規約を変更する場合には市の審査及び変更の申

請が必要になります（変更の手続きについては，１１ページ

参照）。そのため，町会費等，変更が予測されるようなもの

については，「細則」の中で定めることをお勧めします。  

 

 上記内容をもとにした規約例を巻末に掲載しましたので，

御参照ください。
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第４章 法人化のための名簿作り  

 

 法人認可の申請時には，町会構成員の名簿を提出していた

だきます。  

 名簿は，氏名・住所が記載されていれば，様式については

特に定められていません。  

 この構成員名簿によって，法人認可の要件の一つである

「現に区域に住所を有する個人のうち相当数が構成員となっ

ているかどうか」を判断することとなります。  

 

※相当数とは  

        構成員名簿の人口  

 区域に住んでいる全人口（子供，未加入世帯を含む）  

 

 構成員名簿については巻末の資料編に様式の例を載せてお

きますので，御参考にしてください。

＞５０％  
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第５章 法人化の申請手続き  

 

 総会で規約変更と法人化申請の決議のあと，地縁団体の代

表者（町会・自治会・区長）が市役所市民活動支援課の窓口

へ以下の書類を添えて，認可申請を行います。  

 

◎申請書類  

①認可申請書（Ｐ２０）  

②規約  

③認可を申請することについて，総会で議決した書類  

※総会議事録抄本（Ｐ２４）  

④構成員名簿（Ｐ２６）  

※町会加入者数調査書（Ｐ２７）を含む  

⑤良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同

活動を現に行っていることを記載した書類  

※前年度事業報告書及び決算書  

※現年度事業計画書及び予算書  

⑥申請者が代表者であることを証する書類  

ア  代理人の有無（Ｐ２８）  

イ  代表者の職務執行停止の有無，職務代行者選任の

有無（Ｐ３０）  

ウ  地縁による団体の代表者の承諾書（Ｐ３２）  

           ↓  

 申請を受け付けてから認可されるまでの期間は，概ね１カ

月です。認可の通知は会長宛に文書でお知らせします。
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第６章 法人化後の町会運営 

１ 総会の開催について  

 法人化後，町会運営で大きく変わってくるのは総会を開催

する際の定足数と表決権です。  

 通常，表決権（権利）は町会費の納入（義務）に対して与

えられるものと考えられます。そのため，総会議事の通常事

項に関しては，表決権も定足数も世帯単位とする旨の規定

（巻末規約例  第２１条２項）をおけば，従来どおり，世帯

単位で行うことができるものと考えられます。  

 しかし，重要事項（規約の変更・会の解散・財産）につい

ては，表決権・定足数ともに個人を単位とします。  

※１ 地方自治法第２６０条の３及び第２６０条の２１ 

※２ 地方自治法において特に定めはありませんが，規約により表記のように規

定することが適切と考えられます（巻末規約例）。 

 重要事項 通常事項 

例 ・規約の変更 

・会の解散 

・財産 

・事業計画・予算 

・事業報告・決算  など 

会 員 すべての個人 すべての個人 

定足数 

 

総会員の２分の１以上の出席 総会員の２分の１以上の出席 

表決権 １人１票 １世帯１票 

※考え方は，会費の納入単位となる「世帯」 

議決数 総会員の４分の３以上の賛成 

             ※１ 

出席した会員の２分の１以上の賛成   

※２                

委 任 委任状必要 出席者が世帯を代表 

（同じ世帯の構成員から委任されたも

のとみなす。世帯内に限り口頭委任

可） 
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２ 規約を変更するときは  

 規約を変更する場合には，事前に柏市の審査を受けたうえ，

各町会・自治会の総会で「規約変更の決議」が必要となりま

す。この場合の決議は個人単位で行うこととなります。その

後，代表者から以下の書類を提出して申請することになりま

す。  

◎申請書類  

①規約変更認可申請書  

②規約変更を総会で決議したことを証する書類  

※総会議事録抄本  

 

３ 代表者が変更になったら  

 法人化後，町会の代表者等が変更になった場合には告示事

項の変更の届け出をする必要があります。この届け出がされ

ない限り代表者の告示事項は変更になりませんので，注意し

てください。  

◎届出書類  

①告示事項変更届出書（Ｐ３４）  

②総会議事録抄本（Ｐ３６）  

③代理人の有無（Ｐ２８）  

④代表者の職務執行停止の有無，職務代行者選任の有無

（Ｐ３０）  

⑤地縁による団体の代表者の承諾書（Ｐ３２）  

 

４ その他の届け出  

 団体事務所や区域等の告示事項が変更になった場合は，届

け出が必要になります。詳しくはお問合せください。  

 会員名簿の変更は，市に届け出の必要はありません。  
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５ 証明書の発行 

①認可地縁団体証明  

 土地・建物を町会名義で登記する場合等，法人化後は様々

な場面で認可地縁団体の証明書が必要になります。  

 証明書は，市役所市民活動支援課の窓口で発行しています。

手数料は一通３００円です。  

 申請はどなたでも結構です。  

 証明書の発行には若干時間を要しますので，御了承くださ

い。（事前に電話で御連絡をいただきますと，用意しておき

ます。）  

 

 

見   本  



 

13 

②印鑑登録について  

 認可地縁団体の印鑑登録手続き及び登録証明書の発行も市

民活動支援課の窓口で行っています。こちらの申請について

は，ともに代表者の方が行います。  

 

 登  録 証明書の発行 

申請者 代表者 代表者 

持ち物 ・登録する認可地縁団体の印

鑑 

・代表者の方の実印（市に印

鑑登録している印鑑） 

・代表者の方の印鑑登録証明

書 

・登録している認可地縁団体

の印鑑 

・代表者の方の実印（市に印

鑑登録している印鑑） 

 

手数料 無料 １通３００円 

 

 代表者以外の方が手続きをする場合は，委任状が必要とな

ります。  

 印鑑登録証明書の発行は印鑑登録申請後２～３日程度かか

りますので，御注意ください。  

 証明書の発行には若干時間を要しますので，御了承くださ

い。（事前に電話でご連絡をいただきますと，用意しておき

ます。）  

 ※代表者が変更になると印鑑登録は抹消となりますので，

御注意ください。
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６ 税金について  

 減免措置等があるため，法人格の取得により，新たに税が

課されるということはありません。  

 問い合わせ  ◎柏税務署      ℡７１４６－２３２１  

       ◎柏県税事務所    ℡７１４７－１２３１  

         ◎柏市役所市民税課  ℡７１６７－１１２４  

 

７ 登記について 

 法人格の取得により，これまで町会が保有しながら個人・

共有名義となっていた不動産を町会名義に移転登記すること

ができます。不動産登記についての詳しい手続きについては，

法務局へお問い合わせください。  

     ◎千葉地方法務局柏支局  ℡７１６７－３３０９
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第７章 よくある質問 

 

①不動産を取得する場合には法人格の取得は義務ですか？ 

 義務ではありません。町会内で必要性を十分に協議した

うえで決定してください。ただし，市から「ふるさとセン

ター整備事業補助金」の交付を受けて不動産を取得する場

合には，法人格の取得が条件になります。  

 

②法人格を取得すると市の管理下におかれるのでしょうか？ 

 市は町会が権利義務の主体となるための必要な要件を満

たしているかを確認するもので，指揮監督下におくもので

はありません。  

 

③子どもも必ず加入しなくてはいけないのでしょうか？ 

 加入はあくまでも本人（法定代理人＝親権者）の意思で

す。ただし，その地域に住所を有するすべての人（町会未

加入世帯，子ども，外国人等を含む）のうち，２分の１を

超える構成員となっていることが認可の要件となりますの

で，注意が必要です。⇒Ｐ８参照  

 

④子どもの意思はどのように確認するのでしょうか？ 

 未成年者・幼児の表決権の行使については，民法の規定

に従って法定代理人（親権者）の同意を要することになり

ます。  

 

⑤会員は個人とあるが会費はどうするのでしょうか？ 

 従来どおり，世帯単位で徴収するのが，一般的であると

考えられます。 
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⑥なぜ構成員に法人を含むことはできないのでしょうか？ 

 地域社会における近隣関係の中心は，活動の主体である

人と人のつながりにあるものであり，法人は地域社会にと

っては第二次的な参加者に過ぎないと考えられるためです。

構成員とはなることができませんが，団体に対し様々な支

援を行う関係から「表決権をもたない賛助会員」として位

置付け，地域の活動に参加することは可能であると考えら

れます。  

 

⑦町会内で準備することは？ 

 主な準備事項は次の３点です。  

 ◎認可要件に適合した新規約の作成  

 ◎構成員名簿の作成  

 ◎規約変更，認可申請について総会での議決  

 

⑧申請時に提出する会員名簿とは？ 

 構成員の氏名・住所のみを記載したもので結構です。年

齢，性別，電話番号等は必要ありません。また自署である

必要はありません。提出名簿に記載された構成員数をもと

に認可要件である「区域内の過半数以上が構成員」である

かを審査します。  

⇒Ｐ８，Ｐ２６参照  

 

⑨認可要件にある「相当数が構成員」とは？ 

 その地域に住所を有するすべての人（町会未加入世帯，

子ども，外国人等を含む）のうち，２分の１を超える構成

員となっていることが要件です。⇒Ｐ８参照  

 

⑩法人格を取得するまでの期間は，どのくらい必要でしょうか？ 

 規約変更には総会の開催が必要になるため，市へ申請す
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るまでの準備期間として半年から１年が標準的な期間のよ

うです。市では申請を受けてから約１か月程度で認可しま

す。  

 

⑪通常の運営も変わるのでしょうか？ 

 団体の構成員は，個人としてとらえられることになるの

で，個人が各々一個の表決権を持つことになります。しか

し，従来の町会においては，世帯単位で表決を行ってきた

こともあり，予算・決算，事業計画等，通常の事項につい

ては，規定を設けたうえで，世帯単位で表決を行うことは

可能です。⇒Ｐ１０参照  

 

⑫規約変更時の手続きは？ 

 規約変更をする場合は，事前に地域支援課で変更内容に

ついて審査を受けたうえで，総会での議決を受けて変更す

ることになります。会費等，変更の可能性がある項目につ

いては，別途細則に定めることもできます。（細則の規定，

変更については市の審査は必要ありません）  

⇒Ｐ１１参照  

 

⑬会員名簿の内容に変更があった場合，市に届け出るのでしょう

か？ 

 市へ名簿を提出するのは認可申請時のみです。その後，

内容に変更があった場合は，町会内で管理する名簿への訂

正を加えていただければ結構です。  

 

⑭構成員が転居等する際，不動産の持分は？ 

 地縁による団体の性格を勘案すると「持分権」を想定す

ることは適当でなく，持分の返還を主張することはできな

いものと解されます。  
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⑮法人格を取得すると法人税等の扱いは？ 

 従来と変わりなく，収益事業を行わなければ法人税は課

税されません。また，固定資産税についても町会所有の集

会所は減免されます。  
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第８章 様式・記載例 

 

１   認可申請書                    ２０  

２   総会議事録抄本（認可申請用）           ２４  

３   構成員名簿                    ２６  

４   加入数調査書                   ２７  

５   代理人の有無                   ２８  

６   代表者の職務執行停止の有無，職務代行者選任の有無  

                           ３０  

７   地縁による団体の代表者の承諾書          ３２  

８   告示事項変更届出書                ３４  

９   総会議事録抄本（代表者変更用）          ３６  

１０  その他（町会配布資料例）             ３８  

１１  町会規約例                    ４２  
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令和   年   月   日  

 

 柏市長   あて  

 

認可を受けようとする地縁による  

団体の名称及び主たる事務所の所在地  

名  称  

所在地  

代表者の氏名及び住所  

氏  名              

住  所  

 

認  可  申  請  書  

 

地方自治法第２６０条の２第１項の規定により，地域的な共同活動を

円滑に行うため認可を受けたいので，別添書類を添えて申請します。  

 

(別添書類 ) 

１  規約  

２  総会議事録又は総会議事録抄本  

   （認可を申請することについて総会で議決したことを証する書  

    類）  

３  構成員の名簿  

 ４  事業報告書，役員名簿  

    （良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活  

     動を現に行っていることを記載した書類，総会資料等）  
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 ５  地縁による団体の代表者の承諾書  

    （申請者が代表者であることを証する書類）  

 ６  代理人の有無  

    （代表者の資格に関する書類）  

 ７  代表者の職務執行停止の有無，職務代行者選任の有無  

    （代表者の資格に関する書類）  

 ８  町会区域図  
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令和  〇年  ５月２８日  

 

 柏市長   あて  

 

認可を受けようとする地縁による  

団体の名称及び主たる事務所の所在地  

名  称   柏○×町会  

所在地   柏市柏○丁目×番地△号  

代表者の氏名及び住所  

氏  名   柏  レイ太郎      

住  所   柏市柏△丁目×番地○号  

 

認  可  申  請  書  

 

地方自治法第２６０条の２第１項の規定により，地域的な共同活動を

円滑に行うため認可を受けたいので，別添書類を添えて申請します。  

 

(別添書類 ) 

１  規約  

２  総会議事録又は総会議事録抄本  

   （認可を申請することについて総会で議決したことを証する書  

    類）  

３  構成員の名簿  

 ４  事業報告書，役員名簿  

    （良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活  

記載例 
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     動を現に行っていることを記載した書類，総会資料等）  

 ５  地縁による団体の代表者の承諾書  

    （申請者が代表者であることを証する書類）  

 ６  代理人の有無  

    （代表者の資格に関する書類）  

 ７  代表者の職務執行停止の有無，職務代行者選任の有無  

    （代表者の資格に関する書類）  

 ８  町会区域図  
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総  会  議  事  録（抄本）  

 

１  日  時  

  令和   年   月   日    時   分開会    時   分閉会  

２  会  場  

３  会員の出席状況  

  総会員数（総会当日現在）                名  

  出席者（書面表決者並びに委任状提出者を含む）      名  

  欠席者                         名  

４  総会に付した事項  

(1)           規約の改正について  

(2) 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ２ ６ ０ 条 の ２

第２項に規定する地縁による団体の認可申請について  

(3)        氏を会の代表者とすることについて  

(4)        氏及び        氏を議事録署名人に

選任することについて  

５  地縁による団体の認可申請にかかる総会の審議事項  

(1)           規 約 の 改 正 に つ い て は ， 出 席 者 の

過半数以上の賛成をもって可決した。  

(2) 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ２ ６ ０ 条 の ２

第２項に規定する地縁による団体の認可申請については，出

席者の過半数以上の賛成をもって可決した。  

(3)        氏を会の代表者 とすることについ ては，出

席者の過半数以上が同意した。  

(4)        氏及び        氏を出席者 の過半数

以上の同意により，議事録署名人に選任した。  

 

 上記は，令和   年   月   日開催の         の総

会議事録の抄本であることを証明する。  

 

 令和   年   月   日   議  長             ㊞  

 

              議事録署名人          ㊞  

 

              議事録署名人          ㊞  

認可申請用  
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総  会  議  事  録（抄本）  

 

１  日  時  

  令和  〇年  5 月 10 日  10 時 30 分開会  11 時 30 分閉会  

２  会  場  

３  会員の出席状況  

  総会員数（総会当日現在）             ４５６名  

  出席者（書面表決者並びに委任状提出者を含む）   ３４５名  

  欠席者                      １１１名  

４  総会に付した事項  

(1) 柏○×町会      規約の改正について  

(2) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２  

 第２項に規定する地縁による団体の認可申請について  

(3) 柏  レイ太郎  氏を会の代表者とすることについて  

(4) ○○○○    氏及び   △△△△  氏を議事録署名人に  

 選任することについて  

５  地縁による団体の認可申請にかかる総会の審議事項  

(1) 柏○×町会      規 約の 改 正につ いて は， 出 席者の 過

半数以上の賛成をもって可決した。  

(2) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２  

 第２項に規定する地縁による団体の認可申請については，  

 出席者の過半数以上の賛成をもって可決した。  

(3) 柏  レイ太郎  氏を会の代表者とすることについては，  

 出席者の過半数以上が同意した。  

(4) ○ ○ ○ ○    氏 及 び   △ △ △ △  氏 を 出 席 者 の 過 半

数以上の同意により，議事録署名人に選任した。  

 

 上記 は， 令和 ４ 年  ５ 月１ ０日 開 催の  柏○×町 会  の総 会議

事録の抄本であることを証明する。  

 

 令和   年   月   日   議  長     ◎ ◎◎ ◎    ㊞  

 

              議事録署名人  〇 〇〇 〇    ㊞  

 

              議事録署名人  △△△△    ㊞  

記載例  

認可申請用  

規 約 改 正 及 び 法 人 化 申 請 の 決 議 を 行 う ま で の 総 会 運 営 （ 定 足 数 や

議 決 数 ） は 改 正 前 の 規 約 に よ り 行 い ま す 。  

署 名 又 は 記 名 ・ 押 印 を

お 願 い い た し ま す 。  
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   会 員 名 簿               №  

番 号  氏    名  住    所  

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

名 簿 登 載 者 数      人   (累 計      人 )  
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   加 入 数 調 査 書  

班 名  会 員 数  世 帯 数  
班 区 域 内 の  

未 加 入 世 帯 数  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合 計     

 

 



 

28 

代   理   人   の   有   無  

 

 

地 縁 に よ る 団 体 の 名 称  

               

 

代 表 者 名  

               

 

 

１  代 理 人 の 有 無  

 

 ( 1)  有    代 理 人 有 り の 場 合  

          代 理 人  氏 名  

                               

              住 所  

                               

 

 ( 2)  無  

 

※  「 代 理 人 」 は ， 地 方 自 治 法 第 ２ ６ ０ 条 の ８ の 代 理 人 及 び 第 ２

６ ０ 条 の ９ の 特 別 代 理 人 を い い ま す 。  

  該 当 の な い 団 体 は ， 「 無 」 の 番 号 に ○ 印 を し て く だ さ い 。  

 

参 考 ： 地 方 自 治 法 規 定  

第 ２ ６ ０ 条 の ８  認 可 地 縁 団 体 の 代 表 者 は ， 規 約 又 ハ 総 会 の 決 議 に

よ っ て 禁 止 さ れ て い な い と き に 限 リ ， 特 定 の 行 為 の 代 理 を 他 人 に

委 任 す る こ と が で き る 。  

第 ２ ６ ０ 条 の ９  認 可 地 縁 団 体 の 代 表 者 が 欠 け た 場 合 に お い て ， 事

務 が 遅 滞 す る こ と に よ り 損 害 を 生 ず る お そ れ が あ る と き は ， 裁 判

所 は ， 利 害 関 係 人 又 は 検 察 官 の 請 求 に よ り ， 仮 代 表 者 を 選 任 し な

け れ ば な ら な い 。  

第 ２ ６ ０ 条 の １ ０  認 可 地 縁 団 体 と 代 表 者 と の 利 益 が 相 反 す る 事 項

に つ い て は ， 代 表 者 は ， 代 理 権 を 有 し な い 。 こ の 場 合 に お い て は ，

裁 判 所 は ， 利 害 関 係 人 又 は 検 察 官 の 請 求 に よ り ， 特 別 代 理 人 を 選

任 し な け れ ば な ら な い 。  
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代   理   人   の   有   無  

 

 

地 縁 に よ る 団 体 の 名 称  

柏 ○ ×町 会           

 

代 表 者 名  

柏  レ イ 太 郎          

 

 

１  代 理 人 の 有 無  

 

 ( 1)  有    代 理 人 有 り の 場 合  

          代 理 人  氏 名  

                               

              住 所  

                               

 

 ( 2)  無  

 

※  「 代 理 人 」 は ， 地 方 自 治 法 第 ２ ６ ０ 条 の ８ の 代 理 人 及 び 第 ２

６ ０ 条 の ９ の 特 別 代 理 人 を い い ま す 。  

  該 当 の な い 団 体 は ， 「 無 」 の 番 号 に ○ 印 を し て く だ さ い 。  

 

参 考 ： 地 方 自 治 法 規 定  

第 ２ ６ ０ 条 の ８  認 可 地 縁 団 体 の 代 表 者 は ， 規 約 又 ハ 総 会 の 決 議 に

よ っ て 禁 止 さ れ て い な い と き に 限 リ ， 特 定 の 行 為 の 代 理 を 他 人 に

委 任 す る こ と が で き る 。  

第 ２ ６ ０ 条 の ９  認 可 地 縁 団 体 の 代 表 者 が 欠 け た 場 合 に お い て ， 事

務 が 遅 滞 す る こ と に よ り 損 害 を 生 ず る お そ れ が あ る と き は ， 裁 判

所 は ， 利 害 関 係 人 又 は 検 察 官 の 請 求 に よ り ， 仮 代 表 者 を 選 任 し な

け れ ば な ら な い 。  

第 ２ ６ ０ 条 の １ ０  認 可 地 縁 団 体 と 代 表 者 と の 利 益 が 相 反 す る 事 項

に つ い て は ， 代 表 者 は ， 代 理 権 を 有 し な い 。 こ の 場 合 に お い て は ，

裁 判 所 は ， 利 害 関 係 人 又 は 検 察 官 の 請 求 に よ り ， 特 別 代 理 人 を 選

任 し な け れ ば な ら な い 。  

記載例  
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代 表 者 の 職 務 執 行 停 止 の 有 無 ， 職 務 代 行 者 選 任 の 有 無  

 

 

地 縁 に よ る 団 体 の 名 称  

 

                             

 

代 表 者 名  

               

 

１  裁 判 所 に よ る 代 表 者 の 職 務 執 行 の 停 止 の 有 無  

 

(1 )  有  

(2 )  無  

 

 

１  裁 判 所 に よ る 代 表 者 の 職 務 代 行 者 選 任 の 有 無  

 

 ( 1)  有    職 務 代 行 者 選 任 有 り の 場 合  

       職 務 代 行 者  氏 名  

                               

             住 所  

                               

 

(2 )  無  

 

 

※  裁 判 所 に よ る 代 表 者 の 職 務 執 行 の 停 止 並 び に 職 務 代 行 者 選 任  

 は ， 裁 判 所 に お い て 民 事 保 全 法 第 ２ ４ 条 （ 仮 処 分 の 方 法 ） に よ

り ， 仮 処 分 命 令 の 申 立 て の 目 的 を 達 す る た め に 行 う 処 分 で す 。  

 該 当 の な い 団 体 は ， 「 無 」 の 番 号 に ○ 印 を し て く だ さ い 。  



 

31 

代 表 者 の 職 務 執 行 停 止 の 有 無 ， 職 務 代 行 者 選 任 の 有 無   

 

 

地 縁 に よ る 団 体 の 名 称  

              柏 ○ ×町 会            

 

代 表 者 名  

柏  レ イ 太 郎           

 

 

１  裁 判 所 に よ る 代 表 者 の 職 務 執 行 の 停 止 の 有 無  

 

(1 )  有  

(2 )  無  

 

 

１  裁 判 所 に よ る 代 表 者 の 職 務 代 行 者 選 任 の 有 無  

 

 ( 1)  有    職 務 代 行 者 選 任 有 り の 場 合  

       職 務 代 行 者  氏 名  

                              

             住 所  

                              

 

(2 )  無  

 

 

※  裁 判 所 に よ る 代 表 者 の 職 務 執 行 の 停 止 並 び に 職 務 代 行 者 選 任  

 は ， 裁 判 所 に お い て 民 事 保 全 法 第 ２ ４ 条 （ 仮 処 分 の 方 法 ） に よ

り ， 仮 処 分 命 令 の 申 立 て の 目 的 を 達 す る た め に 行 う 処 分 で す 。  

 該 当 の な い 団 体 は ， 「 無 」 の 番 号 に ○ 印 を し て く だ さ い 。  

記載例  
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地 縁 に よ る 団 体 の 代 表 者 の 承 諾 書  

 

 

 

地 縁 に よ る 団 体 の 名 称  

 

                              

 

 

地 縁 に よ る 団 体 の 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  

 

                              

 

 

上 記 の 地 縁 に よ る 団 体 の 代 表 者 と な る こ と を 承 諾 い た し ま し た 。  

 

 

 

   令 和   年   月   日  

 

 

 

 

 

           住  所   

                              

 

 

           氏  名               
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地 縁 に よ る 団 体 の 代 表 者 の 承 諾 書  

 

 

 

地 縁 に よ る 団 体 の 名 称  

 

   柏 ○ ×町 会                        

 

 

地 縁 に よ る 団 体 の 主 た る 事 務 所 の 所 在 地  

 

   柏 市 柏 ○ 丁 目 ×番 地 △ 号                  

 

 

上 記 の 地 縁 に よ る 団 体 の 代 表 者 と な る こ と を 承 諾 い た し ま し た 。  

 

 

 

   令 和 〇 年  ５ 月 ２ ８ 日  

 

 

 

 

 

           住  所  柏 市 柏 △ 丁 目 ×番 地 ○ 号  

                               

 

 

           氏  名  柏  レ イ 太 郎         

                              

 

記載例  
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令 和   年   月   日  

 

 柏 市 長   あ て  

 

地 縁 に よ る 団 体 の 名 称 及 び  

主 た る 事 務 所 の 所 在 地  

名  称   

所 在 地   

代 表 者 の 氏 名 及 び 住 所  

氏  名            

住  所   

 

告  示  事  項  変  更  届  出  書  

 

下 記 事 項 に つ い て 変 更 が あ っ た の で ， 地 方 自 治 法 第 ２ ６ ０ 条 の

２ 第 １ １ 項 の 規 定 に よ り ， 告 示 さ れ た 事 項 に 変 更 が あ っ た 旨 を 証

す る 書 類 を 添 え て 届 け 出 ま す 。  

記  

 

１  変 更 が あ っ た 事 項 及 び そ の 内 容  

 

 

２  変 更 の 年 月 日  

 

 

３  変 更 の 理 由  
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令 和  〇 年  ５ 月 ２ ８ 日  

 

 柏 市 長   あ て  

 

地 縁 に よ る 団 体 の 名 称 及 び  

主 た る 事 務 所 の 所 在 地  

名  称  柏 ○ ×町 会  

所 在 地  柏 市 柏 ○ 丁 目 ×番 地 △ 号  

代 表 者 の 氏 名 及 び 住 所  

氏  名  東 葛  ソ ル 子     

住  所  柏 市 柏 ◎ 丁 目 △ 番 地 ○ 号  

 

告  示  事  項  変  更  届  出  書  

 

下 記 事 項 に つ い て 変 更 が あ っ た の で ， 地 方 自 治 法 第 ２ ６ ０ 条 の

２ 第 １ １ 項 の 規 定 に よ り ， 告 示 さ れ た 事 項 に 変 更 が あ っ た 旨 を 証

す る 書 類 を 添 え て 届 け 出 ま す 。  

記  

 

１  変 更 が あ っ た 事 項 及 び そ の 内 容  

代 表 者 の 氏 名 及 び 住 所 変 更  

（ 変 更 前 ） 柏  レ イ 太 郎  柏 市 柏 △ 丁 目 ×番 地 ○ 号  

（ 変 更 後 ） 東 葛  ソ ル 子  柏 市 柏 ◎ 丁 目 △ 番 地 ○ 号  

 

２  変 更 の 年 月 日  

令 和 〇 年 ５ 月 １ ０ 日  

 

３  変 更 の 理 由  

任 期 満 了 の た め  

 

記載例  
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総  会  議  事  録 （ 抄 本 ）  

 

１  日  時  

  令 和   年   月   日   時   分 開 会   時  分 閉 会  

２  会  場  

３  会 員 の 出 席 状 況  

  総 会 員 数 （ 総 会 当 日 現 在 ）                名  

  出 席 者 （ 書 面 表 決 者 並 び に 委 任 状 提 出 者 を 含 む ）      名  

  欠 席 者                         名  

４  総 会 に 付 し た 事 項  

(1)        氏 を 会 の 代 表 者 と す る こ と に つ い て  

(2)        氏 及 び        氏 を 議 事 録 署 名 人 に

選 任 す る こ と に つ い て  

５  地 縁 に よ る 団 体 の 告 示 事 項 の 変 更 に か か る 総 会 の 審 議 事 項  

(1)        氏 を 会 の 代 表 者 と す る こ と に つ い て は ， 出  

 席 者 の 過 半 数 以 上 が 同 意 し た 。  

(2)        氏 及 び        氏 を 出 席 者 の 過 半 数

以 上 の 同 意 に よ り ， 議 事 録 署 名 人 に 選 任 し た 。  

 

 上 記 は ， 令 和   年   月   日 開 催 の       の 総 会

議 事 録 の 抄 本 で あ る こ と を 証 明 す る 。  

 

 令 和   年   月   日   議  長             ㊞  

 

              議 事 録 署 名 人          ㊞  

 

              議 事 録 署 名 人          ㊞  

代 表 者 変 更 用  
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総  会  議  事  録 （ 抄 本 ）  

 

１  日  時  

  令 和 〇 年  5 月 1 0 日  10 時 3 0 分 開 会  1 1 時 3 0 分 閉 会  

２  会  場  

３  会 員 の 出 席 状 況  

  総 会 員 数 （ 総 会 当 日 現 在 ）             ４ ５ ６ 名  

  出 席 者 （ 書 面 表 決 者 並 び に 委 任 状 提 出 者 を 含 む ）   ３ ４ ５ 名  

  欠 席 者                      １ １ １ 名  

４  総 会 に 付 し た 事 項  

(1) 東 葛  ソ ル 子  氏 を 会 の 代 表 者 と す る こ と に つ い て  

(2) ○ ○ ○ ○    氏 及 び   △ △ △ △  氏 を 議 事 録 署 名 人 に  

 選 任 す る こ と に つ い て  

５  地 縁 に よ る 団 体 の 告 示 事 項 の 変 更 に か か る 総 会 の 審 議 事 項  

(1) 東 葛  ソ ル 子  氏 を 会 の 代 表 者 と す る こ と に つ い て は ， 出  

 席 者 の 過 半 数 以 上 が 同 意 し た 。  

(2) ○ ○ ○ ○    氏 及 び   △ △ △ △  氏 を 出 席 者 の 過 半 数

以 上 の 同 意 に よ り ， 議 事 録 署 名 人 に 選 任 し た 。  

 

 上 記 は ， 令 和 〇 年  ５ 月 １ ０ 日 開 催 の  柏 ○ ×町 会  の 総 会 議

事 録 の 抄 本 で あ る こ と を 証 明 す る 。  

 

  令 和 〇 年  ５ 月 １ ０ 日    議  長     ◎ ◎ ◎ ◎    ㊞  

 

              議 事 録 署 名 人  〇 〇 〇 〇    ㊞  

 

              議 事 録 署 名 人  △△△△     ㊞  

記載例  
代 表 者 変 更 用  

委 任 状 を 含 め ， 総 会 の 定 足 数 に

達 し て い る こ と が 必 要 で す 。  

署 名 又 は 記 名 ・ 押 印 を

お 願 い い た し ま す 。  

総 会 が 有 効 に 成 立 し ， 議 案 が 議 決 さ れ た こ と を 証 す る 書 類 で す 。      

下 記 の 事 項 が 含 ま れ る も の で あ れ ば 任 意 の 書 式 ， コ ピ ー で も か ま い

ま せ ん 。 た だ し ， 議 長 ， 議 事 録 署 名 人 の 捺 印 は 必 要 と な り ま す 。  
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令和   年   月   日  

 町会員各位  

○○町会  

会長   ○○○○  

 

 

   ○○町会の法人格取得について  

 

 ○○の候  町会員の皆様におかれましてはますますご清祥のこと

とお喜び申し上げます。  

 さて，本町会では，ふるさとセンターの建設に向け，皆様のご協

力を頂き準備を進めているところです。市では町会を法人化し，町

会名義で不動産登記することを補助金交付の条件としています。  

 つきましては，本町会におきましても法人格取得に向け，準備を

進めてまいりたいと存じますので，御理解，御協力をよろしくお願

いいたします。  

 

◎法人格取得の目的  

 不動産登記を町会名義ですることが可能となり，代表者が変更と

なっても登記変更の必要がなくなります。  

 

◎町会規約の変更  

 法人格を取得するためには，規約を所定の要件を満たすものに変

更する必要があります。規約の変更は総会の議決を要します。  

 

◎会員名簿の作成  

 新規約では，会員は原則個人単位（子どもから大人まで）となり

ます。市への法人化申請手続きには，会員名簿（会員の氏名と住所

記載）の提出が必要となります。会員名簿の作成については，後日

回覧のうえ御協力いただきますのでよろしくお願いします。  
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例１          委  任  状  

 

 私は○○○○を代理人と定め，下記事項を委任いたします。  

記  

 令和   年度○○町会定期総会議案に関すること。  

 

令和   年   月   日  

 

住所  

 

氏名             印  

 

 

 

 

例２         議決権行使書  

 私は令和   年度○○町会定期総会の議案につき下記のとおり議

決権を行使します。  

 

第１号議案  （  賛  ・  否  ）  

第２号議案  （  賛  ・  否  ）  

第３号議案  （  賛  ・  否  ）  

第４号議案  （  賛  ・  否  ）  

第５号議案  （  賛  ・  否  ）  

 

令和   年   月   日  

 

住所  

 

氏名             印  
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令和   年   月   日  

 町会員各位  

○○町会  

会長   ○○○○  

 

 

   会員届の提出について  

 

 ○○の候  町会員の皆様におかれましてはますますご清祥のこと

とお喜び申し上げます。  

 さて，本町会では，先の定例総会でもご報告しましたとおり，町

会の法人化作業を進めているところです。  

 市への法人化の認可申請にあたり，会員名簿の提出が必要となり

ます。会員名簿の作成にあたり，皆様にあらためて会員届の提出を

お願いするものです。  

 なお，新規約（   年   月   日施行）により，会員は個人単

位となるため，世帯全員のかたが会員となることができます。加入

率が法人の認可要件となっているため，極力多くのかたの記載をお

願いいたします。  
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会  員  届  

 ○○町会長   様  

 下記の者を○○町会会員として届け出ます。  

令和   年   月   日  

 

氏     名  住     所  
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○  ○  町  会  規  約  
 

 

 

【解説】規約の名称に特に制約はありませんが，通常は第２条に定

める会名を使います。  

 

  第１章  総則  

    （目的）  

第１条  本会は，以下に掲げるような地域的な共同活動を行うこと

により，良好な地域社会の維持及び形成に資することを目的とす

る。  

 （１）回覧板の回付等，区域内の住民相互の連絡  

 （２）美化・清掃等区域内の環境の整備  

 （３）集会施設の維持管理  

 （４）防犯・防火並びに生活環境の向上  

 （５）その他本会の目的を達成するために必要な事項  

【解説】上記を含めて，その町会の目的に沿って必要な事項があれ

ば自主的に定めてください。  

例  ①会員の親睦，研修，文化の向上②保健衛生③祭典，

体育等の行事④福利厚生⑤生活環境の向上⑥防火・防犯

街路灯の管理など  

 

    （名称）  

第２条  本会は，○○○会と称する。  

【 解 説 】 こ の 名 称 は 町 の 名 前 や 団 地 の 名 前 に 「 町 会 」 「 自 治 会 」

「区」をつけるのが一般的です。  

 

    （区域）  

第 ３ 条  本 会 の 区 域 は ， 柏 市 〇 〇 町 △ 番 ××号 か ら ， △ 番 ××号 ま

での区域とする。  

規約例  
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    （主たる事務所）  

第４条  本会の主たる事務所は，○○町会ふるさとセンターに置く。  

【解説】この表示は住所のみでもよく，上記のように建物の名称で

もかまいません。会長宅とした場合は代表者の個人名は付

けません。  

 

  第２章  会員  

    （会員）  

第５条  本会の会員は，第３条に定める区域に住所を有する個人と

する。  

【解説】①従来，町会への加入は，世帯単位（１世帯１会員）で行

わ れ て い た の が 実 情 だ と 思 わ れ ま す が ， 法 人 化 の た め

の 規 約 で は ， 法 令 に よ り 加 入 は 個 人 単 位 と し ま す 。 こ

の 点 が 「 第 ２ １ 条 総 会 の 表 決 権 」 や ， 別 に 定 め る 必 要

がある「会費の額」などにも関係してきます。  

②加入希望者の年齢や性別を会員資格に加えることはでき

ません。  

③法人や団体は会員とはなれませんが，別途規定を設ける

ことで表決権のない賛助会員とすることは可能です。  

 

    （会費）  

第６条  会員は，総会において別に定める会費を納入しなければな

らない。  

【解説】会費の徴収単位や金額の具体的な定めはこの規約本文では

なく，総会の議決事項か，または別に定める細則に移すこ

とが適当です。規約本文に定めると変更の際の手続きが煩

雑になります。  

 

    （入会）  

第７条  第３条に定める区域に住所を有する個人で本会に入会しよ  
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うとする者は，別に定める入会申込書を会長に提出する。  

２  本会は，前項の入会申込みがあった場合には，正当な理由なく

これを拒んではならない。  

【解説】第５条で「会員は個人単位」と定めたので，手続きも個人

単位となります。ただし，一枚の入会申込書に同じ世帯の

会員となるかたを連名で記入する様式等を定めることはか

まいません。  

 

    （退会等）  

第８条  会員が次の各号に該当する場合には退会したものとする。  

 （１）第３条に定める区域内に住所を有しなくなった場合  

 （２）本人より別に定める退会届が会長に提出された場合  

２  会員が死亡し，又は失踪宣告を受けたときは，その資格を喪失

する。  

【解説】会費未納が長期になる会員の資格取扱いなどは，必要によ

り細則に定めてください。  

 

  第３章  役員  

    （役員の種別）  

第９条  本会に，次の役員を置く。  

 （１）会長       １人  

 （２）副会長       人  

 （３）その他の役員    人  

 （４）監事        人  

【解説】①役員会のほかに必要な組織を設けることもできます。  

１  組織を系統化するもの「班長」「組長」など  

２  活 動 の 目 的 を 持 つ 部 会 組 織 「 文 化 部 」 「 防 災 環 境

部」「子ども会」「老人会」など  

② 会 計 監 査 で は ， 業 務 執 行 状 況 の 監 査 が 外 れ る た め 「 監

事」とします。  

③その他の役員として「会計」「書記」等の担当役員を置

くことも考えられます。その場合第１１条に職務を明ら
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かにしておくことが適当です。  

    （役員の選任）  

第１０条  役員は，総会において，会員の中から選任する。  

２  監事と会長，副会長及びその他の役員は，相互に兼ねることは

できない。  

【解説】監事は会務の執行を監査する役職上，他の役員と兼務する

ことは避ける必要があります。  

 

    （役員の職務）  

第１１条  会長は，本会を代表し，会務を総括する。  

２  副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠

けたときは，会長があらかじめ指名した順序によって，その職務

を代行する。  

３  監事は，次に掲げる業務を行う。  

 （１）本会の会計及び資産の状況を監査すること。  

 （２）会長，副会長及びその他の役員の業務の執行の状況を監査

すること。  

 （３）会計及び資産の状況又は業務執行について不整の事実を発

見したときは，これを総会に報告すること。  

 （４）前号の報告をするため必要があると認められるときは，総

会の招集を請求すること。  

 

    （役員の任期）  

第１２条  役員の任期は，○年とする。ただし，再任を妨げない。  

２  補欠により選任された役員の任期は，前任者の残任期間とする。  

３  役員は，辞任又は任期満了の後においても，後任者が就任する

までは，その職務を行わなければならない。  

【 解 説 】 「 会 計 監 査 」 で は 業 務 執 行 状 況 の 監 査 が 外 れ る た め 「 監

事」とします。監事は会長，副会長及びその他の役員と兼

職することは，会務の執行を監査する役職上避ける必要が

あります。役員の任期は，法律上特に規定はなく，自主的

に定めていただきます。  
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  第４章  総会  

    （総会の種別）  

第１３条  本会の総会は，通常総会及び臨時総会の２種とする。  

【解説】通常総会の名称は定期総会でもかまいません。  

 

    （総会の構成）  

第１４条  総会は，会員をもって構成する。  

【解説】会員とは個人を指します。  

 

    （総会の権能）  

第１５条  総会は，この規約に定めるもののほか，本会の運営に関

する必要な事項を議決する。  

 

    （総会の開催）  

第１６条  通常総会は，毎年度決算終了後３か月以内に開催する。  

 ２  臨時総会は，次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。  

 （１）会長が必要と認めたとき。  

 （２）全会員の５分の１以上から会議の目的たる事項を示して請

求があったとき。  

 （３）第１１条第３項第４号の規定により監事から開催の請求が

あったとき。  

【解説】総会は，少なくとも毎年一回は開催する必要があります。

開催時期は決算終了後３か月以内とするのが普通です。  

 

    （総会の招集）  

第１７条  総会は，会長が招集する。  

２  会長は，前条第２項第２号及び第３号の規定による請求があっ

たときは，その請求のあった日から３０日以内に臨時総会を招集  
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しなければならない。  

３  総会を招集するときは，会議の目的たる事項及びその内容並び

に日時及び場所を示して，開会の日の５日前までに文書をもって

通知しなければならない。  

【解説】総会の招集通知は地方自治法第２６０条の１５により，少

なくとも開催期日の５日前までとします。  

 

    （総会の議長）  

第１８条  総会の議長は，その総会において出席した会員の中から

選出する。  

【解説】「総会の議長は，会長がこれに当たる」と定めることも可

能です。  

 

    （総会の定足数）  

第１９条  総会は，会員の２分の１以上の出席がなければ，開会す

ることができない。  

 

    （総会の議決）  

第２０条  総会の議事は，この規約に定めるもののほか，出席した

会員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。  

【解説】定足数，議決に要する会員数については，第２２条第２項

により，書面表決を行った会員及び委任により代理行使を

行った会員を含める必要があります。  

 

    （会員の表決権）  

第２１条  会員は，総会において，各々１個の表決権を有する。  

２  次の事項については，前項の規定にかかわらず，会員の表決権

は，会員の所属する世帯の会員数分の１とする。  

 （１）前年度の事業報告と決算報告  

 （２）新年度の事業計画と予算の提案  
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 （３）役員の選出  

 （４）その他通常の事項  

【解説】第２１条の会員の議決権は，会員は基本的に個人であるこ

とを明確にしたもので，町会総会の議決方法は従来の「世

帯単位」から，新規約では「個人単位」になります。  

 しかし，従来の町会，自治会においては世帯単位で表決

権を平等とする運営が行われてきたことを考慮し，第２項

の規定（通常事項については，世帯単位で表決することが

できる）を設けることが可能です。  

 第２項の記載については，一定ではありませんが，上記

の「会員の表決権は，会員の所属する世帯の会員数分の１

とする」と「表決権は１世帯をもって１個とする」のいず

れかが適当であると考えられます。  

 定足数，議決に要する会員数については，第２２条第２

項により書面表決を行った会員及び委任により代理行使を

行った会員を含めなければなりません。  

 

    （総会の書面表決等）  

第２２条  止むを得ない理由のため総会に出席できない会員は，あ

らかじめ通知された事項について書面をもって表決し，又は他の

会員を代理人として表決を委任することができる。  

 ２  前項の場合における第１９条及び第２０条の規定の適用につ

いては，その会員は出席したものとみなす。  

 

    （総会の議事録）  

第２３条  総会の議事については，次の事項を記載した議事録を作

成しなければならない。  

 （１）日時及び場所  

 （２）会員の現在数及び出席者数（書面表決者及び表決委任者を

含む）  

 （３）開催目的，審議事項及び議決事項  
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 （４）議事の経過の概要及びその結果  

 （５）議事録署名人の選任に関する事項  

 ２  議事録には，議長及びその会議において選任された議事録署

名人２人以上が署名押印をしなければならない。  

【解説】総会が有効に成立し，かつ有効に議決されたことを証明す

るために，議事録を作成する必要があります。  

 

  第５章  役員会  

    （役員会の構成）  

第２４条  役員会は，監事を除く役員をもって構成する。  

 

    （役員会の権能）  

第２５条  役員会は，この規約で別に定めるもののほか，次の事項

を議決する。  

 （１）総会に付議すべき事項  

 （２）総会の議決した事項の執行に関する事項  

 （３）その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項  

 

    （役員会の招集等）  

第２６条  役員会は，会長が必要と認めるとき招集する。  

２  会長は役員の３分の１以上から会議の目的である事項を記載し

た書面をもって招集の請求があったときは，その請求があった日

から３０日以内に役員会を招集しなければならない。  

３  役員会を招集するときは，会議の日時，場所，目的及び審議事

項を記載した書面をもって，少なくとも５日前までに通知しなけ

ればならない。  

 

    （役員会の議長）  

第２７条  役員会の議長は，会長がこれに当たる。  

 

    （役員会の定足数等）  

第２８条  役員会には，第１９条，第２０条，第２２条及び第２３  
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条 の 規 定 を 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て ， こ れ ら の 規 定 中 「 総

会」とあるのは「役員会」と，「会員」とあるのは「役員」と読

み替えるものとする。  

【解説】町会の最高意思決定機関は総会ですが，総会を度々招集す  

   ることは実際には難しいため，役員会において実務執行に関  

   する事項を決定することが適当と考えられます。  

    監事は会務の執行を監査する職務上，役員の構成員になる  

   ことはできませんが，必要により役員会への出席は可能と考  

   えられます。  

 

  第６章  資産及び会計  

    （資産の構成）  

第２９条  本会の資産は，次の各号に掲げるものをもって構成する。  

 （１）別に定める財産目録記載の資産  

 （２）会費  

 （３）活動に伴う収入  

 （４）資産から生ずる果実  

 （５）その他の収入  

 

    （資産の管理）  

第３０条  本会の資産は，会長が管理し，その方法は役員会の議決

によりこれを定める。  

 

    （資産の処分）  

第３１条  本会の資産で第２９条第１号に掲げるもののうち別に総

会において定めるものを処分し，又は担保に供する場合には，総

会において４分の３以上の議決を要する。  

【解説】財産目録は設立時及び毎年度作成することとなっています。

また，資産の処分については，法的定めではありませんが，

町会の重要事項ですので「４分の３以上」とするのが適当

と考えられます。  
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    （経費の支弁）  

第３２条  本会の経費は，資産をもって支弁する。  

 

    （事業計画及び予算）  

第３３条  本会の事業計画及び予算は，会長が作成し，毎会計年度

開始前に，総会の議決を経て定めなければならない。これを変更

する場合も，同様とする。  

２  前項の規定にかかわらず，年度開始後に予算が総会において議

決されていない場合には，会長は，総会において予算が議決され

る日までの間は，前年度の予算を基準として収入支出をすること

ができる。  

 

    （事業報告及び決算）  

第３４条  本会の事業報告及び決算は，会長が事業報告書，収支計

算書，財産目録等として作成し，監事の監査を受け，毎会計年度

終了後３か月以内に総会の承認を受けなければならない。  

【解説】通常総会は，年度終了後３か月以内に行うのが通例と考え

られ，第１６条第１項もそのように定めています。  

 したがって年度開始から通常総会において予算が議決さ

れるまでは，予算がないことになりますので，第３３条第

２項のように定めておくことが実務上適当と考えられます。  

 

    （会計年度）  

第３５条  本会の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３

１日に終わる。  

【解説】会計年度の定め方は特に制限はありませんが，一般的には

上記の形が多いようです。  

 

  第７章  規約の変更及び解散  

    （規約の変更）  

第３６条  この規約は，総会において総会員の４分の３以上の議決

を得，かつ，柏市長の認可を受けなければ変更することはできな

い。  
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【解説】規約変更をする場合は，市の担当部署で変更箇所の審査を

受けたうえ，総会で議決してください。  

 

    （解散）  

第３７条  本会は，次に掲げるいずれかの事由に該当した場合に  

 より解散する。  

 （１）破産手続開始の決定  

 （２）認可の取消し  

 （３）総会の決議  

 （４）構成員が欠けたとき  

２  総会の議決に基づいて解散する場合は，総会員の４分の３以上  

 の承諾を得なければならない。  

 

【解説】①破産②認可の取消③総会員の４分の３以上の議決④構成

員の欠乏の場合に，解散することになります。  

 

    （残余財産の処分）  

第３８条  本会の解散のときに有する残余財産は，総会において総

会員の４分の３以上の議決を得て，本会と類似の目的を有する団

体に寄付するものとする。  

【解説】残余財産の営利団体への寄付，会員への分配は適当ではな

いので，このように定めておくことが適当です。  

  第８章  雑則  

    （備付け帳簿及び書類）  

第３９条  本会の主たる事務所には，規約，会員名簿，認可及び登

記等に関する書類，総会及び役員会の議事録，収支に関する帳簿，

財産目録等資産の状況を示す書類その他必要な帳簿及び書類を備

えておかなければならない。  

 

    （委任）  

第４０条  この規約に関し必要な事項は，総会の議決を経て○○が

別に定める。  

【解説】〇〇は「役員会」と定めるのが適当と思われます。  
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    附則  

    （施行期日）  

１  この規約は，○年○月○日から施行する。  

    （旧規約の廃止）  

２  ○○町会規約（○年○月実施）は廃止する。  

    （経過措置）  

３  この規約の施行の前日において○○町会（旧会）の役員である

者（第３条に定める区域に住所を有する者に限る。）は，この規

約の規定にかかわらず，その任期満了までの間，この規約による

役員に選任されたものとみなす。  

４  この規約の施行の前日において○○町会（旧会）の会員である

第３条に定める区域に住所を有する個人は，第７条第１項の規定

にかかわらず，入会申込書の提出を要しないものとする。  

５  この規約の運用に伴い，その他必要な経過措置については，役

員会の議決を経て定める。  

【解説】既存の町会では，法人化に際して従来の規約を廃止する必

要があるために上記のような事項が附則に必要となります。  

 


